
さいたま市保健所 健康支援課の事業概要 
 

さいたま市保健所健康支援課における保健事業についての概要を記載しております。各
事業の報告数については、「保健事業統計〜保健所・母子保健課・保健センター〜」をご覧
ください。 
 
１ 指定難病医療給付事業・特定疾患等医療給付制度(埼玉県への経由事務)・先天性血液凝

固因子欠乏症等医療給付制度(埼玉県への経由事務) 
難病の患者に対する医療等に関する法律に基づき、指定難病にり患する方に対して、そ

の治療に係る医療費の一部を助成しています。 
 特定疾患等に関する経由事務の委託契約書に基づき、埼玉県単独難病、特定疾患、先天
性血液凝固因子欠乏症等の対象疾患にり患する方が、その治療に係る医療費の一部につ
いて埼玉県から助成を受けられるよう、当該申請書の受付を行っています。 

 
２ 小児慢性特定疾病医療費支給認定事業 

児童福祉法に基づき、小児慢性特定疾病にり患している児童等に対して、その治療に係
る医療費の一部を助成しています。 

 
３ 難病相談支援 

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づき、指定難病医療給付受給者証を持ち、
在宅療養をしている患者や家族に対し、電話相談、面接・訪問等で支援を行っています。 

 
４ 患者会支援 
  難病の患者に対する医療等に関する法律に基づき、患者会の立ち上げ支援や保健所で

の開催の場合、会場の調整や当日の運営、周知等を行っています。また、患者会活動の後
援も行っています。 

 
５ 医療講演会・交流会 

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づき、専門医、専門スタッフ等による総合
的な医療講演会、医療相談を実施し、疾患の理解や一般的な治療方法等の情報を提供する
ことにより、患者及び家族の不安の軽減を行っています。 

あわせて、同じ疾患を持つ患者及び家族の交流を行うことにより、治療や療養への意欲
の向上を図り、地域での支援体制の充実を図ることを目的として実施しています。 

 
 



６ 医療従事者研修 
難病の患者に対する医療等に関する法律に基づき、在宅療養の難病患者を支援する訪

問看護事業所や訪問介護事業所等の従事者を対象とした研修会を実施しています。研修
会は、主に専門の医師やスタッフ等が講師となり、疾患及びその治療方法等への理解を深
める内容となっています。こうした学びの場を通して、在宅療養支援の向上や地域の支援
体制の充実を図っています。 

 
７ 未熟児養育医療給付 
  母子保健法に基づき、体重が 2,000 グラム以下、または身体の発育が未熟なまま生ま

れ、入院治療が必要な乳児に対して、その医療費等の一部を助成します。 
 
８ 自立支援医療（育成医療）給付 
  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、満 18 歳未満

の児童で、身体に機能障害があり、手術等により確実な治療効果が期待できる方の医療費
の一部について助成を行っています。 

 
９ 結核児童療育医療給付 

児童福祉法に基づき、さいたま市に在住の 18 歳未満で、結核にかかり長期入院を必要
とする児童に対し、医療の給付、学習用品及び日用品の支給及び移送費の支給を行ってい
ます。 

 
１０ 原爆被害者対策(埼玉県への経由事務) 
   原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づき、被爆者の方に対し各種手当等

(1.医療特別手当、2.特別手当、3.原子爆弾小頭症手当、4.健康管理手当、5.保健手当、
6.介護手当、7.葬祭料)の支給や被爆者健康手帳の交付申請等を行っています。なお、実
施主体は国で、本市は申請の受付を行っています。 

 
１１ 肝炎治療特別推進事業(埼玉県への経由事務) 
   埼玉県肝炎治療特別促進事業（肝炎治療医療費助成及び肝がん・重度肝硬変医療費助

成）に関する事務の委託契約書に基づき、さいたま市に住所がある方で、Ｃ型ウイルス
性肝炎もしくはＢ型ウイルス性肝炎の治療が必要な方が医療費助成等を受けるために
必要な受給者証の交付申請等の受け付けを行っています。 

 
 
 
 



１２ 肝がん・重度肝硬変治療研究推進事業(埼玉県への経由事務) 
埼玉県肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業（肝がん・重度肝硬変医療費助成） 

  に関する経由事務の委託契約書に基づき、さいたま市在住の方で、Ｂ型又はＣ型肝炎ウ
イルスを起因とする肝がん又は重度肝硬変を患っている方が医療費の助成を受けるた
めに必要な参加者証の交付申請等の受付を行っています。 

 
１３ 健康被害対策 

石綿による健康被害の救済に関する法律に基づき、さいたま市在住の方で、石綿（ア
スベスト）による健康被害を受けられた方及びそのご遺族に対して「医療費等の救済給
付」を行っています。なお、実施主体は国で、本市は申請の受付を行っています。 

 
１４ がん検診等 

  健康増進法第１７条第１項、健康増進法第１９条の２等に基づき、健康増進健康診査、
女性のヘルスチェック、Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルス検診、骨粗しょう症検診、胃がん検診、
肺がん・結核検診、大腸がん検診、子宮がん検診、乳がん検診、前立腺がん検診、及び
がん検診要精密検査未受診者対策を行っています。 

 
１５ 成人歯科健康診査等 

  健康増進法第１９条の２、さいたま市歯科口腔保健の推進に関する条例第８条の（６）
または歯科口腔保健の推進に関する法律第９条に基づき、成人歯科健康診査、口腔機能
健康診査及び訪問歯科健康診査を行っています。 

 
１６ 栄養関係団体等育成支援 

地域における行政栄養士による健康づくり及び栄養・食生活の改善の基本指針につ
いて（平成２５年３月２９日健が発０３２９第４）に基づき、栄養関係団体等に対する
支援・育成事業を行っています。 

 
１７ 特定給食施設等指導 
   健康増進法第１８条第１項第２号及び第２０条及び第２２条に基づき、特定給食施

設等に対する栄養管理等の実施に関する指導及び助言を行っています。 
 
１８ 国民健康・栄養調査(厚生労働省委託事業) 

健康増進法第１０条に基づき、国民健康・栄養調査を行っています。 
 
 
 



１９ 栄養関係相談・指導 
食品表示法、健康増進法第 65 条第 1 項、健康増進法第 17 条第 1 項に基づき、栄養

成分表示、食品広告等の虚偽・誇大広告に関する相談･指導、栄養・食生活に関する相
談を行っています。 

 
２０ 歯科保健 

  母子保健法第９条及び第１０条、さいたま市歯科口腔保健の推進に関する条例第８
条の（６）または地域保健法第６条に基づき、保育園・幼稚園等職員歯科研修会及び歯
科相談を実施しています。 


